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平成２９年度における独占禁止法違反事件の処理状況について 

 

平成３０年５月２３日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

 

はじめに 

公正取引委員会は，迅速かつ実効性のある事件審査を行うとの基本方針の下，国民生

活に影響の大きい価格カルテル・入札談合・受注調整，中小事業者等に不当に不利益を

もたらす優越的地位の濫用や不当廉売などに厳正かつ積極的に対処することとしている。

また，ＩＴ・デジタル関連分野，農業分野，公益事業の自由化分野における参入制限な

ど，社会的ニーズに的確に対応した多様な事件に取り組んでいる。 

平成２９年度における独占禁止法違反事件の処理状況は，次のとおりである。 
 

第１ 審査事件の概況 

 

１ 法的措置等の状況 

 

(1) 排除措置命令等の状況 

平成２９年度においては，独占禁止法違反行為について，延べ４１名の事業者

等に対して，１３件の排除措置命令を行った。排除措置命令１３件の内訳は，価

格カルテル１件，入札談合５件，受注調整５件，不公正な取引方法１件，事業者

団体による事業者の数の制限１件となっている。価格カルテル１件，入札談合・

受注調整１０件の市場規模は，総額５５８億円超である。 

 
図１ 排除措置命令件数等の推移 
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第１から第４までに関する問い合わせ 公正取引委員会事務総局審査局管理企画課 

電話 ０３－３５８１－３３８１（直通） 

第５及び第６に関する問い合わせ   公正取引委員会事務総局官房総務課審決訟務室 

電話 ０３－３５８１－５４７８（直通） 
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また，平成２９年度においては，違反行為を認定したが，排除措置命令を行う

ことができる期間を経過していた（注１）事件について，独占禁止法の運用の透

明性を確保し，他の事業者における未然防止を図るなどの観点から，事案の概要

を公表した。 

 
（注１） 独占禁止法では，違反行為がなくなった日から５年を経過したときは，公正取引

委員会は排除措置命令等を行うことができないと定められている（除斥期間）。 

 

(2) 警告等の状況 

平成２９年度においては，各事案の内容を踏まえて，迅速な処理を行うことに

より，競争秩序の早期回復を図り，また，注意等の事案についても，事案の概要

を公表することにより，独占禁止法や競争政策上の問題点を広く周知するなどの

処理を行った。 

 

ア 違反の疑いのある行為が認められた３件について，関係事業者に対し，事前

説明を行った上で警告・公表を行った。 

イ 違反行為の存在を疑うに足る証拠は得られなかったが，違反につながるおそ

れのある行為がみられたものであって，競争政策上公表することが望ましいと

考えられる事案であり，かつ，関係事業者から公表する旨の了解を得た１件に

ついて，注意・公表を行った。 

ウ 事業者から自発的な改善措置の報告を受けた２件について，法運用の透明性

や事業者の予見可能性を高める観点から，事案の概要を公表した。 

 

(3) 課徴金納付命令の状況 

平成２９年度においては，延べ３２名の事業者に対して，総額１８億９２１０万

円の課徴金納付命令を行った。 

一事業者当たりの課徴金額の平均は５９１２万円（注２）であった。 

 
（注２） 一事業者当たりの課徴金額の平均については，１万円未満切捨て。 

 

図２ 課徴金額等の推移 

 
                                                                 （注）課徴金額については，千万円未満切捨て。 
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図３ 一事業者当たりの課徴金額（平均）の推移 

（注）課徴金額については，１万円未満切捨て。 
 

２ 刑事告発の状況 

公正取引委員会は，平成２年６月に「独占禁止法違反に対する刑事告発に関する公

正取引委員会の方針」（注３）を公表し，価格カルテル・入札談合その他の違反行為

であって，国民生活に広範な影響を及ぼすと考えられる悪質かつ重大な事案や違反行

為を繰り返す等の公正取引委員会の行政処分では独占禁止法の目的が達成できないと

考えられる事案について，積極的に刑事処分を求めて告発を行うこととしている。 

平成２９年度においては，東海旅客鉄道株式会社が発注する中央新幹線に係る建設

工事の受注調整事件について，平成３０年３月２３日，競争見積参加業者４社及び当

該４社のうち２社で東海旅客鉄道株式会社が発注する中央新幹線に係る建設工事の受

注等に関する業務に従事していた従業者２名を，検事総長に告発した。当該事件は，

①４社が，我が国を代表する総合建設業者であり，②本件対象工事の規模が大きく，

③４社が過去にも独占禁止法違反に係る刑事罰・行政処分を受けており，④本件対象

工事は，全国新幹線鉄道整備法に基づく中央新幹線の建設工事であり，かつ，財政投

融資資金による貸付の対象とされているものであった。 
（注３） 同方針（平成１７年及び平成２１年に一部改定）については，以下のリンク先を参照。 

http://www.jftc.go.jp/dk/dk_qa.files/kokuhatsuhoushin.pdf 

 

３ 申告の状況 

平成２９年度において，独占禁止法の規定に違反すると考えられる事実について公

正取引委員会に寄せられた報告（申告）の件数は，５，５７８件であった。 

申告が書面で具体的な事実を摘示して行われるなど一定の要件を満たした場合には，

申告者に対して措置結果等を通知することとされているところ，平成２９年度におい

ては，５，９０２件の通知を行った。 
図４ 申告件数の推移 
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４ 課徴金減免制度 

課徴金減免制度に基づき，事業者により自らの違反行為に係る事実の報告等が行わ

れた件数は，平成２９年度において，１０３件であった（平成１８年１月の制度導入

時から平成２９年度末までの累計は１，１６５件）。 

また，平成２９年度においては，価格カルテル・入札談合・受注調整事件１１件に

おける延べ３５名の課徴金減免制度の適用事業者について，これらの事業者の名称,

減免の状況等を公表した（注４）。 

 
（注４） 公正取引委員会は，法運用の透明性等の観点から，課徴金減免制度が適用された事

業者について，課徴金納付命令を行った際に，当委員会のウェブサイトに，当該事業

者の名称，所在地，代表者名及び免除の事実又は減額の率等を公表することとしてい

る（ただし，平成２８年５月３１日以前に課徴金減免の申請を行った事業者について

は，当該事業者から公表の申出があった場合に，公表している。）。 

     なお，公表された事業者数には，課徴金減免申請を行った者であるものの，①独占

禁止法第７条の２第１項に規定する売上額（課徴金の算定の基礎となる売上額）が存

在しなかったため課徴金納付命令の対象になっていない者及び②算出された課徴金額

が１００万円未満であったため独占禁止法第７条の２第１項ただし書により課徴金納

付命令の対象になっていない者のうち，公表することを申し出た事業者の数を含めて

いる。 

ウェブサイト http://www.jftc.go.jp/dk/seido/genmen/kouhyou/index.html 

  
表１ 課徴金減免申請件数の推移 

（単位：件） 

年度 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ 
 累計 

（注５） 

申請 

件数 
１４３ １０２ ５０ ６１ １０２ １２４ １０３ 

 
１，１６５ 

（注５） 課徴金減免制度が導入された平成１８年１月４日から平成３０年３月末までの件数の累計。 

 
 

表２ 課徴金減免制度の適用状況 

（単位：件，延べ事業者数） 

年度 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ 

 
累計 

（注８） 

課徴金減免制度の適用

が公表された法的措置

件数（注６）（注７） 

９ １９ １２ ４ ７ ９ １１ 

 
１２９ 

課徴金減免制度の適用

が公表された事業者数

（注７） 

２７ ４１ ３３ １０ １９ ２８ ３５ 

 
３２７ 

（注６） 法的措置とは，排除措置命令及び課徴金納付命令であり，一つの事件について，排除措置命

令と課徴金納付命令がともに行われている場合には，法的措置件数を１件としている。 

（注７） 排除措置命令のみを行い課徴金納付命令は行わなかったものの，当委員会のウェブサイトに

課徴金減免申請を行った旨を公表することを申し出た事業者が存在する事件及び当該事業者を

含む。 

（注８） 課徴金減免制度が導入された平成１８年１月４日から平成３０年３月末までの件数又は事業

者数の累計。 
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第２ 行為類型別の事件概要 

 

１ 価格カルテル・入札談合・受注調整 

 

(1) 価格カルテル 

平成２９年度においては，ハードディスクドライブ用サスペンションの製造販売

業者による価格カルテル事件について，１件の法的措置を採った。 
 

ハードディスクドライブ製造販売業者向けサスペンション（ハードディスクドライ

ブの部品である磁気ヘッドを支える精密板ばね）の製造販売業者５社が，我が国のハ

ードディスクドライブ製造業者向けのサスペンションについて，それぞれの市場シェ

ア及び利益を確保するため，相互に協調し，販売価格を維持する旨を合意していた。 

（平成３０年２月９日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：１０億７６１６万円） 

 

(2) 入札談合・受注調整 

 

 ア 入札談合 

平成２９年度においては，地方公共団体等が発注する物品等の入札における入

札談合事件について，５件の法的措置を採った。 

 
個人防護具（防護服，手袋，ゴーグル，マスクその他着用することによって病原体

等にばく露することを防止するための個人用の道具）の販売業者３社が，東京都が平

成２６年度に一般競争入札により発注する個人防護具について，販売業者のうちの１社

とそれ以外の２社が，それぞれ複数の入札参加業者を定め，いずれの側の入札参加業

者がいくらで受注するか，また受注する側が他方の側から一部の製品を購入すること

を条件に受注予定者が受注予定価格で受注できるように協力する旨を合意していた。 

個人防護具の販売業者３社が，東京都が平成２７年度に一般競争入札により発注す

る個人防護具について，販売業者のうちの１社とそれ以外の２社が，それぞれ複数の

入札参加業者を定め，いずれの側の入札参加業者がいくらで受注するか，また受注す

る側が他方の側から一部の製品を購入することを条件に受注予定者が受注予定価格で

受注できるように協力する旨を合意していた。 

（平成２９年１２月１２日 排除措置命令（２件）） 

 
東京都が希望制指名競争入札の方法により発注する二層式低騒音舗装工事の工事業

者８社が，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。 

東京港埠頭株式会社が一般競争入札の方法により発注するコンテナ埠頭等の整備，

改良又は補修工事の工事業者７社が，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できる

ようにしていた。 

成田国際空港株式会社が公募型競争の方法により発注する舗装工事の工事業者８社

が，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。 

（平成３０年３月２８日 排除措置命令（３件）及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：７億７０６５万円） 
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イ 受注調整 

平成２９年度においては，民間の事業者が発注する物品等の調達における受注

調整事件について，５件の法的措置を採った。 

 
東日本旅客鉄道株式会社向け接客型制服の販売業者５社が，供給予定者を決定し，

供給予定者が供給できるようにしていた。 

東日本旅客鉄道株式会社向け技術型制服及び検修型制服の販売業者３社が，供給予

定者を決定し，供給予定者が供給できるようにしていた。 

東日本旅客鉄道株式会社向け盛夏シャツ・ズボンの販売業者３社が，同社に提示す

る見積価格について情報交換するなどして，発注単価（注）が既存の発注単価と同額

又はそれ以上の額となるようにし，３社が継続して供給できるようにしていた。 

西日本旅客鉄道株式会社向け制服の販売業者９社が，受注予定者を決定し，受注予

定者が受注できるようにしていた。 

（注）東日本旅客鉄道株式会社は，複数の者に受注させることとし，複数の販売業

者から見積価格を提示させるなどして，盛夏シャツ・ズボンの発注単価を決定

し，当該発注単価で応諾した者を受注者としていた。 

（平成３０年１月１２日 排除措置命令（４件）及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：４５２９万円） 

 
東日本電信電話株式会社が一般競争入札を実施した１４品目の作業服の入札参加業

者ら４社が，受注予定者を決定し，目標価格を上回る価格で入札し，入札を不落にし

て東日本電信電話株式会社との協議に持ち込むことにより，受注予定者が受注できる

ようにして，既存の納入者が納入している品目を引き続き納入できるようにする旨を

合意していた。 

（平成３０年２月２０日 排除措置命令） 

 
○ 公益財団法人日本ユニフォームセンターに対する申入れ（平成３０年２月２０日） 

本件審査の過程において，東日本電信電話株式会社から調達に係る相談，生地検査等

の業務を受託していた同法人の担当者が，入札参加予定者，入札の目標価格等の情報を

教示し，独占禁止法違反行為を助長していたことから，今後，同様の行為が再び行われ

ることのないよう適切な措置を講ずることを申し入れた。 

 

また，外国所在の金融機関による国際機関債の受注調整事件について，違反行

為を認定したが，除斥期間を経過していたことから排除措置命令を行わなかった

が，独占禁止法の運用の透明性を確保し，他の事業者における未然防止を図るな

どの観点から，事案の概要を公表した。 

 
外国に所在する金融機関２社が，我が国に所在する特定の金融機関が見積依頼を行

った米国ドル建て国際機関債に係る取引について，英国ロンドンに所在するトレーダ

ーの間で，情報ベンダーが提供するチャット機能を利用して顧客からの既発債の購入

について情報交換を行い，２社のうち一方が，他方が顧客に提示したとするスプレッ

ド（注）よりも大きいスプレッドを提示することにより，他方が当該取引を受注でき

るようにする旨を合意した。 

（注）米国ドル建て国際機関債の利回りと，当該債券と償還期間が同程度の米国債

の利回りとの差をいう。スプレッドが大きいほど当該債券の価格は低下する。 

（平成３０年３月２９日 公表） 

 

 

 

 



 

 7 

２ 不公正な取引方法 

 

(1) 取引条件の差別取扱い・差別対価 

平成２９年度においては，農業協同組合と組合員との取引における取引条件の差

別取扱いについて，農業分野タスクフォースにより審査を行い，法的措置を採った。   

 
大分県農業協同組合は，組合員から出荷されたこねぎを「味一ねぎ」の銘柄で共同

販売しているところ，同農協以外にこねぎを出荷したことを理由に同農協の事業推進

組織である大分味一ねぎ生産部会を除名された組合員５名に対して，「味一ねぎ」に係

る販売事業等を利用させない行為を行っている。 

（平成３０年２月２３日 排除措置命令） 

 

また，一般電気事業者であった小売電気事業者による戻り需要家に対する差別対

価について，公益事業タスクフォースにより審査を行い，警告を行った。 

 
北海道電力株式会社が，新規の需要家に対しては，電気の利用形態に合わせて電気

料金が最も安くなることが見込まれる料金メニューを適用する一方で，戻り需要家（同

社と契約を締結していた需要家で，同社以外の新電力との契約に切り替えた後，再び

同社に契約を求める者）には，１年間は標準的な料金メニューのみを適用しており，

独占禁止法違反のおそれがあった。 

（注）一般電気事業者とは，電力自由化以前から一般の需要に応じて電気を供給し

てきた大手電力会社のことをいう。 

（平成２９年６月３０日 警告） 

 

(2) 拘束条件付取引 

平成２９年度においては，アマゾンジャパン合同会社による電子商店街の出品者

との取引において，その事業活動を制限している疑いについて，ＩＴタスクフォー

スにより審査を行った。本件については，審査の過程において，同社から違反被疑

行為について自発的な措置を講じるとの申出がなされたところ，上記の疑いを解消

するものと認められたことから審査を終了し，事案の概要を公表した。 

 
アマゾンジャパン合同会社が，Amazonマーケットプレイスの出品者との間の出品関

連契約において価格等の同等性条件（注１）及び品揃えの同等性条件（注２）を定め

ることにより，出品者の事業活動を制限している疑いがあった。 

（注１）出品者がAmazonマーケットプレイスに出品する商品の販売価格及び販売条

件について，購入者にとって，他の販売経路のものと比べて有利か又は同等の

ものとする条件。 

（注２）色やサイズ等のバリエーションについて，出品者が他の販売経路で販売し

ている全てのバリエーションを，Amazonマーケットプレイスにも出品する条件。 
（平成２９年６月１日 公表） 

 
◎ アマゾン・サービシズ・インターナショナル・インクによる電子書籍に関する自発

的な措置の報告（平成２９年８月１５日 公表） 

アマゾン・サービシズ・インターナショナル・インクから，Amazon.co.jpウェブサ

イト上で配信される電子書籍に関する出版社等との間の契約において，出版社等の一

般消費者等に対する小売価格を他の電子書籍配信プラットフォームにおける小売価格

と同等とすることなどの条件の撤廃等を内容とする自発的な措置の報告を受け，競争

への影響に係る懸念を解消するものと認め，その旨公表した。 
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３ 中小事業者等に不当に不利益をもたらす不公正な取引方法 

 

(1) 優越的地位の濫用 

平成２９年度においては，農業協同組合による組合員に対する優越的地位の濫用

事件について，農業分野タスクフォースにより審査を行い，注意・公表した。 

 
阿寒農業協同組合は，組合員に対し，取引上優越した地位にあると認められる可能

性があるところ，同農協は，組合員が出荷する農畜産物の出荷量等に応じた賦課金を

徴収すること及び組合員が同農協へ出荷を行う場合に徴収する販売手数料から賦課金

に相当する額を減額することにより，生乳の取引について，同農協以外へ出荷を開始

した組合員１名に対し，金銭的不利益を課しており，独占禁止法違反につながるおそ

れがあった。 

（平成２９年１０月６日 注意） 

 

このほか，優越的地位の濫用行為については，「優越的地位濫用事件タスクフォ

ース」を設置し,効率的かつ効果的な調査を行い，濫用行為の抑止・早期是正に努

めることとしている。平成２９年度においては，同タスクフォースにより調査を行

い，優越的地位の濫用につながるおそれがあるとして４８件の注意を行った。 

 

(2) 不当廉売 

平成２９年度においては，食品スーパーを営む小売業者による野菜の不当廉売事

件について，２件の警告を行った。 

 
食品スーパーを営む小売業者２社は，愛知県犬山市に所在する店舗において，野菜

の主力商品であり，消費者の購買頻度が高いキャベツ等を１円で販売し，当該店舗の

周辺地域に所在する野菜等の販売業者の事業活動を困難にさせるおそれを生じさせた

独占禁止法違反のおそれがあった。 

（平成２９年９月２１日 警告（２件）） 

 

このほか，酒類，石油製品，家庭用電気製品等の小売業に係る不当廉売の申告に

対し迅速処理（注９）を行い，不当廉売につながるおそれがあるとして４５７件の

注意を行った（表３）。 

 
（注９） 原則として，申告のあった不当廉売事案に対し可能な限り迅速に処理する（原則

２か月以内）という方針に基づいて行う処理をいう。 

 
  表３ 平成２９年度の不当廉売事案の注意件数（迅速処理によるもの） 

       （単位：件）    

 酒類 石油製品 家電製品 その他 合計 

注意件数 96 352 4 5 457 
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図５ 不当廉売事案の注意件数の推移 

 

（注） 注意件数は，下から①酒類，②石油製品，③家電製品，④その他の順に記載。 
 

４ 事業者団体による事件 

平成２９年度においては，公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会による一定の事業

分野における事業者の数の制限事件について，１件の法的措置を採った。 

 
ＬＰガス損害賠償責任保険の契約を締結していなければ，ＬＰガス販売事業を行

うのに必要な経済産業大臣又は神奈川県知事の登録を受けることができず，また，

神奈川県内の区域内にのみ販売所を設置してＬＰガス販売事業を行おうとする者に

とっては，協会団体保険（公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会の会員等しか加入で

きないＬＰガス損害賠償責任保険）に加入せずにＬＰガス損害賠償責任保険の契約

を締結することが一般的に困難な状況にあるところ，公益社団法人神奈川県ＬＰガ

ス協会は，切替営業（注）を行う神奈川県内の区域内にのみ販売所を設置するＬＰ

ガス販売事業者の入会申込みについて否決し，もって当該ＬＰガス販売事業者によ

るＬＰガス損害賠償責任保険の契約の締結を困難にさせ,神奈川県内のＬＰガス販

売事業分野における事業者の数を制限している。 

（注）他のＬＰガス販売事業者からＬＰガスの供給を受けている一般消費者等に対す

る，供給元を自社に切り替えることを目的とした勧誘等の営業活動。 

（平成３０年３月９日 排除措置命令） 

 
○ 経済産業省に対する要請（平成３０年３月９日） 

本件審査の過程において，ＬＰガス販売事業を行おうとする者にとって，ＬＰガス損

害賠償責任保険の契約を締結することが一般的に困難な状況にある事実が認められたた

め，ＬＰガス損害賠償責任保険の契約が容易となるような環境整備を図るよう経済産業

省に要請した。 
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第３ タスクフォースの取組状況等 

公正取引委員会は，ＩＴタスクフォース，農業分野タスクフォース，公益事業タ

スクフォース等を設置し，これらの分野における独占禁止法違反被疑行為に係る情

報に接した場合に，専門的な検討・分析，効率的な調査を実施することとしている

（平成２９年度における取組状況については，別添２を参照）。 

また，公正取引委員会は，ＩＴ・デジタル関連分野，農業分野，電力・ガス分野

における，独占禁止法違反被疑行為に係る情報を広く受け付けるため，平成２８年３月

以降，順次専用の情報提供窓口を設置している。 

平成２９年度における当該情報提供窓口における情報受付件数は，ＩＴ・デジタ

ル関連分野が１０４件，農業分野が３０件，電力・ガス分野が３０件となっている。 

情報提供窓口の電話番号等は、以下のとおりである。 

 

＜電話番号＞ 

ＩＴ・デジタル関連分野 ０３－３５８１－５４９２ 

農業分野        ０３－３５８１－３３８７（※） 

電力・ガス分野     ０３－３５８１－１７６０ 
※ 農業分野については，上記のほか，各地方事務所・支所にも窓口を設置している。 

 

＜情報提供フォーム＞ 
 https://www.jftc.go.jp/cgi-bin/formmail/formmail2.cgi?d=nouden 

※ ＩＴ・デジタル関連分野，農業分野，電力・ガス分野とも共通のアドレス 

 

  

https://www.jftc.go.jp/cgi-bin/formmail/formmail2.cgi?d=nouden
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第４ 独占禁止法違反に係る行政処分に対する取消請求訴訟（注１０） 

平成２９年度当初において係属中の排除措置命令等取消請求訴訟の件数（注１１）

は５件であったが，平成２９年度中に新たに２件の排除措置命令等取消請求訴訟が

東京地方裁判所に提起されたため（このうち１件については併せて執行停止の申立

てがなされた。），平成２９年度に係属した排除措置命令等取消請求訴訟は７件とな

った。 

平成２９年度においては，これらのうち判決がなされたものはない（執行停止の

申立て１件については，同年度中に東京地方裁判所において却下決定が出され，確

定した。）（別表第９表参照）。 

 
（注１０） 審判制度の廃止に伴い，平成２７年度以降，独占禁止法違反に係る行政処分に対

する取消請求訴訟は，直接東京地方裁判所に提起する制度となっている。 

（注１１） 排除措置命令等取消請求訴訟の件数は，訴訟ごとに裁判所において付される事件

番号の数である。 
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第５ 審判及び審決等の概要 

平成２９年度中に係属していた審判事件数（注１２）は２４５件（うち１２２件

は課徴金納付命令に係るもの）である。平成２９年度においては，６６件の審決を

行った。内訳は，排除措置命令に係る審判請求棄却審決３３件及び課徴金納付命令

に係る審判請求棄却審決３３件である。 

このほか，１件について被審人から審判請求取下げが行われた。 

この結果，平成３０年３月末時点では１７８件の審判事件が係属中である。 
 

（注１２） 審判事件数は，行政処分に対する審判請求ごとに付される事件番号の数である。 

 

 
図６ 審判係属事件数の推移 

 
 

１ 排除措置命令に係る審決 

平成２９年度においては，次の合計３３件の排除措置命令に係る審判請求棄却審

決を行った。 

・ 山梨県が塩山地区を施工場所として発注する土木一式工事の入札談合事件に係

るもの２２件 

・ 山梨県が石和地区を施工場所として発注する土木一式工事の入札談合事件に係

るもの１１件 

 

２ 課徴金納付命令に係る審決 

平成２９年度においては，次の合計３３件の課徴金納付命令に係る審判請求棄却審

決を行った。 

・ 山梨県が塩山地区を施工場所として発注する土木一式工事の入札談合事件に係

るもの２３件 

・ 山梨県が石和地区を施工場所として発注する土木一式工事の入札談合事件に係

るもの１０件 
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第６ 審決取消請求訴訟 

平成２９年度当初において係属中の審決取消請求訴訟の件数（注１３）は６件で

あったが，平成２９年度中に新たに９件の審決取消請求訴訟が提起されたため，平

成２９年度に係属した審決取消請求訴訟は１５件となった（別表第１２表参照）。 

平成２９年度においては，これらのうち，最高裁判所が，①上告棄却及び上告不

受理決定をしたことにより終了したものが２件 （うち１件は，同年度中に東京高等

裁判所が請求棄却判決をして，原告が上訴したもの），②上告不受理決定をしたこと

により終了したものが１件 ，③上告受理決定（併せて上告棄却決定）をした上で上

告棄却判決をしたことにより終了したものが１件あった。この結果，平成３０年３月

末時点では１１件の審決取消請求訴訟が係属中である。 

なお，係属中の１１件のうち，平成２９年度中に東京高等裁判所が請求棄却判決

をして，同年度末（平成３０年３月末）時点で上訴期間中のものが１件あった（当

該１件は平成３０年４月に上訴された。）。 
 

（注１３） 審決取消請求訴訟の件数は，第一審裁判所において番号が付される事件の数であ

る。 
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第１表 最近の審査事件処理状況の推移（不当廉売事案で迅速処理したものを除く。） 

（単位：件，名又は円） 

年  度 ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ 

審
査
件
数 

前年度からの繰越し １３ １０ １１ １５ ２１ 

年度内新規着手 １３７ １１８ １２７ １３４ １２２ 

合  計 １５０ １２８ １３８ １４９ １４３ 

処 
 

理 
 

件 
 

数 

法
的
措
置 

排除措置命令 

対象事業者等数 

１８ 

２１０ 

１０ 

１３２ 

９ 

３９ 

１１ 

５１ 

１３ 

４１ 

そ
の
他 

 終 了（違反認定） ０ ０ ０ １ １ 

警 告 １ １ ６ １０ ３ 

注 意 １１４ １０２ １０６ ８４ ８８ 

打切り ７ ４ ２ ２２ １３ 

小 計 １２２ １０７ １１４ １１７ １０５ 

合 計 １４０ １１７ １２３ １２８ １１８ 

次年度への繰越し １０ １１ １５ ２１ ２５ 

課
徴
金
納
付
命
令
等
（
注
１
） 

納
付
命
令 

対象事業者数 １７６ １２８ ３１ 
３２ 

（注２） 
３２ 

審
決 

対象事業者数 ５ ０ ０ ０ ０ 

合 

計 

対象事業者数 １８１ １２８ ３１ ３２ ３２ 

課徴金額 

（うち平成１７年改正前の独

占禁止法に基づく課徴金の

納付を命ずる審決に係る課

徴金額を除いた額） 

302 億 4283 万 

(301 億 7410 万) 

171 億 4303 万 

(171 億 4303 万) 

85 億 1076 万 

(85 億 1076 万) 

91 億 4301 万 

(91 億 4301 万) 

（注２） 

18 億 9210 万 

（18億9210万）  

告 発 件 数 １ ０ １ ０ １ 

（注１） 課徴金納付命令及び課徴金の納付を命ずる審決を示す。 
（注２） 罰金調整の結果，課徴金納付命令の対象となった事業者数及び課徴金額である。 

 

別 表 
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第２表 平成２９年度審査事件（行為類型別）一覧表（不当廉売事案で迅速処理したものを除く。） 

（単位：件）    

 法的 

措置 
その他 

合計 排除 

措置 

命令 

終了 

（違反 

 認定） 

警告 注意 打切り 

私  的  独  占 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

カ
ル
テ
ル 

価格カルテル（注１） 

入札談合 

受注調整 

１ 

５ 

５ 

０ 

０ 

１ 

０ 

０ 

０ 

４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

５ 

５ 

６ 

  小    計 １１ １ ０ ４ ０ １６ 

不
公
正
な
取
引
方
法 

再販売価格の拘束 

その他の拘束･排他条件付取引 

取引妨害 

優越的地位の濫用 

不当廉売 

共同の取引拒絶 

その他 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２ 

０ 

１ 

４ 

２ 

０ 

４９ 

２６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１３ 

０ 

０ 

４ 

２ 

０ 

４９ 

４１ 

０ 

２ 

  小    計 １ ０ ３ ８１ １３ ９８ 

  そ  の  他（注２） １ ０ ０ ３ ０ ４ 

  合           計 １３ １ ３ ８８ １３ １１８ 

（注１） 価格カルテルとその他のカルテルが関係している事件は，価格カルテルに分類している。 

また，複数の行為類型に係る事件は主たる行為に即して分類している。 

（注２） 「その他」とは，事業者団体による一定の事業分野における事業者の数の制限等である。 

処理別 

内容 
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第３表 排除措置命令（行為類型別）の件数の推移 

          （単位：件） 

               年度 

内容 
２５ ２６ ２７ ２８ ２９ 合計 

私  的  独  占 ０ １ ０ ０ ０ １ 

カ
ル
テ
ル 

価格カルテル 

入札談合 

受注調整 

８ 

２ 

７ 

５ 

０ 

２ 

２ 

４ 

１ 

１ 

５ 

３ 

１ 

５ 

５ 

１７ 

１６ 

１８ 

  小    計 １７ ７ ７ ９ １１ ５１ 

不
公
正
な
取
引
方

法 

再販売価格の拘束 

その他の拘束・排他条件付取引 

取引妨害 

優越的地位の濫用 

その他 

０ 

０ 

０ 

１ 

０ 

０ 

０ 

１ 

１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

  小    計 １ ２ ０ ２ １ ６ 

その他（注２） ０ ０ ２ ０ １ ３ 

  合         計 １８ １０ ９ １１ １３ ６１ 

（注１） 複数の行為類型に係る事件は主たる行為に即して分類している。 

（注２） 「その他」とは，事業者団体による一定の事業分野における事業者の数の制限等である。 
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第４表 平成２９年度排除措置命令一覧 

 

一連 

番号 

事件 

番号 
件 名 内 容 

違反法条 

（注） 
命令年月日 

1 

29 

（措） 

8 

東京都が発注す

る個人防護具の

入札参加業者ら

に対する件 

 東京都発注（平成２６年度）の個人防護具

の入札参加業者らが，受注予定者，受注予定

者の入札価格及び受注予定者が当該価格で

受注できるようにする旨を合意していた。 

3 条後段 H29.12.12 

2 

29 

（措） 

9 

東京都が発注す

る個人防護具の

入札参加業者ら

に対する件 

 東京都発注（平成２７年度）の個人防護具

の入札参加業者らが，受注予定者，受注予定

者の入札価格及び受注予定者が当該価格で

受注できるようにする旨を合意していた。 

3 条後段 H29.12.12 

3 

30 

（措） 

1 

東日本旅客鉄道

株式会社が発注

する接客型制服

の販売業者に対

する件 

ＪＲ東日本向け接客型制服の販売業者が，

供給予定者を決定し，供給予定者が供給でき

るようにしていた。 

3 条後段 H30.1.12 

4 

30 

（措） 

2 

東日本旅客鉄道

株式会社が発注

する技術型制服

及び検修型制服

の販売業者に対

する件 

 ＪＲ東日本向け技術型制服及び検修型制

服の販売業者が，供給予定者を決定し，供給

予定者が供給できるようにしていた。 

3 条後段 H30.1.12 

5 

30 

（措） 

3 

東日本旅客鉄道

株式会社が発注

す る 盛 夏 シ ャ

ツ・ズボンの販売

業者に対する件 

 ＪＲ東日本向け盛夏シャツ・ズボンの販売

業者が，発注単価を既存の発注単価と同額又

はそれ以上の額となるようにし，継続して供

給できるようにしていた。 

3 条後段 H30.1.12 

6 

30 

（措） 

4 

西日本旅客鉄道

株式会社が発注

する制服の販売

業者に対する件 

 ＪＲ西日本向け制服の販売業者が，受注予

定者を決定し，受注予定者が受注できるよう

にしていた。 

3 条後段 H30.1.12 

7 

30 

（措） 

5 

ハードディスク

ドライブ用サス

ペンションの製

造販売業者に対

する件 

 我が国のＨＤＤ製造販売業者向けサスペン

ションの製造販売業者が，相互に協調し，販

売価格を維持する旨を合意していた。 

3 条後段 H30.2.9 

8 

30 

（措） 

6 

東日本電信電話

株式会社が発注

する作業服の入

札参加業者らに

対する件 

ＮＴＴ東日本等向け作業服の入札参加業

者らが，受注予定者を決定し，目標価格を上

回る価格で入札し，受注予定者が受注できる

ようにして，既存の納入者が引き続き納入で

きるようにする旨を合意していた。 

3 条後段 H30.2.20 

9 

30 

（措） 

7 

大分県農業協同

組合に対する件 

大分県農協は，こねぎの販売受託に関し，

個人出荷を理由として味一ねぎ部会を除名

された５名に対して，味一ねぎに係る販売事

業及び集出荷施設に係る利用事業を利用さ

せない行為を行っている。 

19 条（一般

指定 4項） 
H30.2.23 

10 

30 

（措） 

8 

公益社団法人神

奈川県ＬＰガス

協会に対する件 

神奈川県ＬＰガス協会は，切替営業を行う

入会希望者の入会申込みについて否決し，も

って当該入会希望者が協会団体保険に加入

できなくなることにより，神奈川県内のＬＰ

ガス販売事業に係る事業分野における現在又

は将来の事業者の数を制限している。 

8 条 3 号 H30.3.9 
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一連 

番号 

事件 

番号 
件 名 内 容 

違反法条 

（注） 
命令年月日 

11 

30 

（措） 

9 

東京都が発注す

る二層式低騒音

舗装工事の工事

業者に対する件 

東京都発注の二層式低騒音舗装工事の工

事業者が，受注予定者を決定し，受注予定者

が受注できるようにしていた。 

3 条後段 H30.3.28 

12 

30 

（措） 

10 

東京港埠頭株式

会社が発注する

舗装工事の工事

業者に対する件 

東京港埠頭株式会社発注の舗装工事の工

事業者が，受注予定者を決定し，受注予定者

が受注できるようにしていた。 

3 条後段 H30.3.28 

13 

30 

（措） 

11 

成田国際空港株

式会社が発注す

る舗装工事の工

事業者に対する

件 

成田国際空港株式会社発注の舗装工事の

工事業者が，受注予定者を決定し，受注予定

者が受注できるようにしていた。 

3 条後段 H30.3.28 

（注） 一般指定とは，不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）を指す。 
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第５表 平成２９年度刑事告発事例 

 

件 名 内 容 関係法条 告発年月日 

大成建設株式会社ほか

５名（４社，個人２名） 

４社等は，平成２６年４月下旬頃から平成２７年

８月下旬頃までの間，東海旅客鉄道株式会社が土木工

事の請負業等を営む被告発会社４社を指名して競争見

積の方法により順次発注する品川駅・名古屋駅間の中

央新幹線に係る地下開削工法によるターミナル駅新設

工事について，受注予定事業者を決定すること及び当

該受注予定事業者が受注できるような価格で見積りを

行うことなどを合意した上，同合意に従って，上記工

事についてそれぞれ受注予定事業者を決定するなど

し，もって被告発会社４社が共同して，上記工事の受

注に関し，相互にその事業活動を拘束し，遂行するこ

とにより，公共の利益に反して，上記工事の受注に係

る取引分野における競争を実質的に制限した。 

独占禁止法

3 条後段，89

条 1項 1号，

95 条 1 項 1

号，刑法 60

条  

H30.3.23 
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第６表 平成２９年度警告事件の概要 

 

一連 

番号 
件 名 内 容 

関係法条 

（注） 
警告年月日 

1 

北海道電力

株式会社に対

する件 

北海道電力株式会社が，新規の需要家に対して

は，電気の利用形態に合わせて電気料金が最も安く

なることが見込まれる料金メニューを適用する一方

で，戻り需要家（同社と契約を締結していた需要家

で，同社以外の新電力との契約に切り替えた後，再

び同社に契約を求める者）には，１年間は標準的な

料金メニューのみを適用しており，独占禁止法違反

のおそれがあった。 

19 条（2 条 9

項 2号，一般

指定 3項） 

H29.6.30 

2 

株式会社カネ

スエ商事に対

する件 

株式会社カネスエ商事は，愛知県犬山市に所在す

る「カネスエ五郎丸店」と称する食品スーパーにお

いて，平成２９年５月１１日から同月１８日までの

間に，野菜の主力商品であり，消費者の購買頻度が

高い，キャベツ，ほうれん草，もやし，大根，レタ

ス及び小松菜の６品目の野菜をいずれも１円で販売

し，また，きゅうりを３本３円で販売し，当該店舗

の周辺地域に所在する野菜等の販売業者の事業活

動を困難にさせるおそれを生じさせた独占禁止法違

反のおそれがあった。 

19 条（2 条 9

項 3号） 
H29.9.21 

3 

株式会社ワイ

ストアに対す

る件 

株式会社ワイストアは，愛知県犬山市に所在する

「ワイストア犬山店」と称する食品スーパーにおい

て，平成２９年５月１１日から同月１８日までの間

に，野菜の主力商品であり，消費者の購買頻度が高

い，キャベツ，ほうれん草，もやし，きゅうり，大

根及びレタスの６品目の野菜をいずれも１円で販売

し，当該店舗の周辺地域に所在する野菜等の販売業

者の事業活動を困難にさせるおそれを生じさせた独

占禁止法違反のおそれがあった。 

19 条（2 条 9

項 3号） 
H29.9.21 

（注） 一般指定とは，不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）を指す。 

 

 

第７表 平成２９年度に違反認定したものの排除措置命令を行わなかった事例 

 

 

 

  

件 名 内 容 違反法条 公表年月日 

米国ドル建て国際機関債

の取引を行う事業者に対

する件 

外国に所在する金融機関２社が，我が国に所在す

る特定の金融機関が見積依頼を行った米国ドル建て

国際機関債に係る取引について，英国ロンドンに所

在するトレーダーの間で，情報ベンダーが提供する

チャット機能を利用して顧客からの既発債の購入に

ついて情報交換を行い，２社のうち一方が，他方が

顧客に提示したとするスプレッド（注）よりも大き

いスプレッドを提示することにより，他方が当該取

引を受注できるようにする旨を合意した。 

（注）米国ドル建て国際機関債の利回りと，当該

債券と償還期間が同程度の米国債の利回りと

の差をいう。スプレッドが大きいほど当該債

券の価格は低下する。 

3 条後段 H30.3.29 
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第８表 平成２９年度課徴金納付命令等一覧 

 

一連 

番号 件 名 内 容 
対象事 

業者数 

課徴金額 

（円） 
命令年月日 

1 

東日本旅客鉄道株式会社

が発注する接客型制服の

販売業者に対する件 

平成30年(納)第1号～第

4 号 

ＪＲ東日本向け接客型制服の販売

業者が，供給予定者を決定し，供給

予定者が供給できるようにしていた。

（平成 30 年（措）第 1号） 

4 1644 万 H30.1.12 

2 

東日本旅客鉄道株式会社

が発注する技術型制服及

び検修型制服の販売業者

に対する件 

平成 30 年（納）第 5号～

第 6号 

 ＪＲ東日本向け技術型制服及び検

修型制服の販売業者が，供給予定者

を決定し，供給予定者が供給できる

ようにしていた。（平成 30 年（措）

第 2号） 

2 325 万 H30.1.12 

3 

東日本旅客鉄道株式会社

が発注する盛夏シャツ・

ズボンの販売業者に対す

る件 

平成 30 年（納）第 7号～

第 9号 

 ＪＲ東日本向け盛夏シャツ・ズボ

ンの販売業者が，発注単価を既存の

発注単価と同額又はそれ以上の額と

なるようにし，継続して供給できる

ようにしていた。（平成 30 年（措）

第 3号） 

3 645 万 H30.1.12 

4 

西日本旅客鉄道株式会社

が発注する制服の販売業

者に対する件 

平成 30 年（納）第 10 号

～第 14 号 

 ＪＲ西日本向け制服の販売業者が，

受注予定者を決定し，受注予定者が

受注できるようにしていた。（平成

30 年（措）第 4 号） 

5 1915 万 H30.1.12 

5 

ハードディスクドライブ

用サスペンションの製造

販売業者に対する件 

平成 30 年（納）第 15 号

～第 16 号 

 我が国のＨＤＤ製造販売業者向け

サスペンションの製造販売業者が，

相互に協調し，販売価格を維持する

旨を合意していた。（平成 30 年（措）

第 5号） 

2 10 億 7616 万 H30.2.9 

6 

東京都が発注する二層式

低騒音舗装工事の工事業

者に対する件 

平成 30 年（納）第 17 号

～第 22 号 

東京都発注の二層式低騒音舗装工

事の工事業者が，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるように

していた。（平成 30 年（措）第 9号） 

6 3 億 4064 万 H30.3.28 

7 

東京港埠頭株式会社が発

注する舗装工事の工事業

者に対する件 

平成 30 年（納）第 23 号

～第 26 号 

 東京港埠頭株式会社発注の舗装工

事の工事業者が，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるように

していた。（平成 30 年（措）第 10 号） 

4 1 億 7619 万 H30.3.28 

8 

成田国際空港株式会社が

発注する舗装工事の工事

業者に対する件 

平成 30 年（納）第 27 号

～第 32 号 

 成田国際空港株式会社発注の舗装

工事の工事業者が，受注予定者を決

定し，受注予定者が受注できるよう

にしていた。（平成 30 年（措）第 11

号） 

6 2 億 5382 万 H30.3.28 

合 計 32 18 億 9210 万 
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第９表 平成２９年度に係属していた排除措置命令等取消請求訴訟一覧 

 

一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

行政処分（違反行為）の内容 

訴 訟 

提起日 
裁判所 判決内容等 

1 
ルビコン株式

会社による件 

 アルミ電解コンデンサの販売

価格を引き上げる旨を合意して

いた。（課徴金額 10 億 6774 万

円） 

28.9.23 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求） 

2 
ニチコン株式

会社による件 

アルミ電解コンデンサ及びタ

ンタル電解コンデンサの販売価

格を引き上げる旨合意してい

た。（課徴金額 36億4018万円） 

28.9.26 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求） 

3 
松尾電機株式

会社による件 

 タンタル電解コンデンサの販

売価格を引き上げる旨合意して

いた。（課徴金額 4 億 2765 万

円） 

28.9.27 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求） 

4 

奥村組土木興

業株式会社に

よる件 

 東日本高速道路株式会社東

北支社が発注する東日本大震災

に係る舗装災害復旧工事につい

て，受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにして

いた。 

28.9.28 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令取消請

求） 

執行停止の申立ては却

下決定（28.12.14）（確

定） 

5 
常盤工業株式

会社による件 

 東日本高速道路株式会社東

北支社が発注する東日本大震災

に係る舗装災害復旧工事につい

て，受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにして

いた。（課徴金額 5544 万円） 

29.3.3 東京地裁 

係属中 

（課徴金納付命令取消

請求） 

6 

土佐あき農業

協同組合によ

る件 

なすの販売を受託することがで

きる組合員を支部員又は支部園

芸部から集出荷場の利用を了承

された者に限定していたところ，

次のとおり，組合員からなすの販

売を受託していた。 

① 自ら以外の者になすを出荷

したことにより支部園芸部を除

名されるなどした者からなすの

販売を受託しないこととして，

なすの販売を受託していた。 

② 支部員が集出荷場を利用す

ることなく農協以外への出荷を

行った場合に徴収される系統

外出荷手数料について，自らの

販売事業の経費（農協職員の人

件費等）に充当していた。 

③ 支部園芸部の定めた罰金等

を収受し，これを系統出荷が行

われたなすに関して自らが控除

する諸掛預り金と同様に販売

事業に係る経費に充てていた。 

29.5.2 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令取消請

求） 

執行停止の申立ては却

下決定（29.7.31）（確定） 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

行政処分（違反行為）の内容 

訴 訟 

提起日 
裁判所 判決内容等 

7 

株式会社富士

通ゼネラルに

よる件 

消防救急デジタル無線機器に

ついて，納入予定メーカーを決

定し，納入予定メーカー以外の

者は，納入予定メーカーが納入

できるように協力する旨を合意

していた。（課徴金額 48 億円） 

29.8.1 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求） 
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第１０表 最近の審判事件数等推移 

（単位：件） 

年  度 
２５ 

（注１） 

２６ 

（注２） 

２７ ２８ ２９ 

審
判
事
件
数 

前年度からの繰越件数 １５７ １６５ ２７５ ２６０ ２４５ 

審判手続開始件数 
２５ １４２ 

１ 

（注３） 
０ ０ 

 うち排除措置命令審判事件 １２ ７２ １ ０ ０ 

うち課徴金納付命令審判事件 １３ ７０ ０ ０ ０ 

年度内審判係属事件数 １８２ ３０７ ２７６ ２６０ ２４５ 

審
決
件
数 

平成１７

年改正前

の独占禁

止法によ

るもの 

課徴金の納付を命ずる審

決等 
７ ０ ０ ０ ０ 

平成１７

年改正後

の独占禁

止法によ

るもの 

排除措置命令に係る審判

請求棄却審決等 
３ １５ ７ ６ ３３ 

課徴金納付命令に係る審

判請求棄却審決等 
５ １８ ９ ８ ３３ 

合        計 １５ ３３ １６ １４ ６６ 

次年度への繰越し １６５ ２７５ ２６０ 
２４５ 

（注４） 

１７８ 

（注５） 

（注１） 平成２５年度においては，岩手県発注の建築一式工事の入札談合に係る課徴金審判事

件について７件の審決があり，同事件の全ての被審人に対する審判手続が終了した（こ

れにより，平成１７年改正前の独占禁止法に基づく課徴金審判事件は全て終了した。）。

また，同年度中に２件の審判請求取下げがあった。このため，平成２５年度における次

年度への繰越件数は，１６５件となる。 

（注２） 平成２６年度における審決のうち１件は，当委員会がエア・ウォーター㈱に対して行

った課徴金納付命令について，同社から審判請求がなされ，当委員会がこれを棄却する

審決を平成２５年１１月２１日付けで行ったところ，東京高等裁判所において当該審決

を取り消す判決がなされたことを受け，改めて，当該課徴金納付命令の一部を取り消す

旨の審決を行ったものであるため，審判事件数には算入していない。 

（注３） 平成２７年度においては，審判手続を開始した事件はなく,１件の審判再開を行った（一

般社団法人日本音楽著作権協会に対する件）。 

（注４） 平成２８年度においては，１４件の審決を行ったほか，１件の審判請求取下げがあっ

た（一般社団法人日本音楽著作権協会に対する件）。このため，平成２８年度における次

年度への繰越件数は，２４５件となる。 

（注５） 平成２９年度においては，６６件の審決を行ったほか，１件の審判請求取下げがあっ

た（ＮＴＮ株式会社に対する件）。このため，平成２９年度における次年度への繰越件数

は，１７８件となる。 
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第１１表 平成２９年度審決一覧 

 

一連

番号 
事件 

番号 
件 名 審決の内容 関係法条等 審決年月日 

1 

～ 

45 

＊ 

23 

（判） 

8～52 

植野興業株

式会社ほか

22名に対す

る件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共同して，山梨県が塩

山地区を施工場所として発注する土木一式工事につ

いて，受注予定者を決定し，受注予定者が受注でき

るようにする旨を合意し，一定の取引分野における

競争を実質的に制限したと認めた。（不当な取引制

限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

5 億 1810 万円（23社合計） 

被審人らが違反行為により受注した土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として認めた。 

旧法66条2項（3

条後段，7条の

2） 

29.6.15 

（排除措置命

令及び課徴金

納付命令に係

る審判請求棄

却審決） 

46 

～ 

66 

＊ 

23 

（判） 

53～57， 

59～69， 

71～75 

株式会社飯

塚工業ほか

10名に対す

る件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共同して，山梨県が石

和地区を施工場所として発注する土木一式工事につ

いて，受注予定者を決定し，受注予定者が受注でき

るようにする旨を合意し，一定の取引分野における

競争を実質的に制限したと認めた。（不当な取引制

限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2 億 511 万円（10 社合計） 

被審人らが違反行為により受注した土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として認めた。 

旧法66条2項（3

条後段，7条の

2） 

29.10.4 

（排除措置命

令及び課徴金

納付命令に係

る審判請求棄

却審決） 

（注１） 「一連番号」欄に「＊」を付したものは，被審人の全部又は一部から審決取消請求訴訟が

提起されたものである（平成２９年度に係属していた審決取消請求訴訟の経過については第

１２表参照）。 

（注２） 平成２５年改正法による改正前の独占禁止法を「旧法」という。 
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第１２表 平成２９年度に係属していた審決取消請求訴訟一覧 

 

一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

1 

サムスン・エ

ス デ ィ ー ア

イ・カンパニ

ー・リミテッ

ドによる件 

【違反行為に係る認定】 

国内及び海外の事業者による

テレビ用ブラウン管（我が国ブ

ラウン管テレビ製造販売業者の

海外現地製造子会社等向けのも

の）の価格カルテル事件につい

て，我が国独占禁止法第 3条後

段を適用することができること

を認めた。（不当な取引制限〔価

格カルテル〕） 

27.6.19 

東京高裁 

28.4.22 

請求棄却判決 

（28.5.6 

上告及び上告受理申立

て） 

最高裁 

29.12.12 

上告棄却及び上告不受

理決定 

2 

サムスン・エ

スディーアイ

（ マ レ ー シ

ア）・ビーイー

アールエイチ

エーディーに

よる件 

【課徴金額に係る認定】 

13 億 7362 万円 

国内及び海外の事業者による

テレビ用ブラウン管（我が国ブ

ラウン管テレビ製造販売業者の

海外現地製造子会社等向けのも

の）の価格カルテル事件につい

て，我が国独占禁止法第 3条後

段を適用することができ（不当

な取引制限〔価格カルテル〕），

その売上額が課徴金の対象とな

ることを認めた。 

27.6.19 

東京高裁 

28.1.29 

請求棄却判決 

（28.2.10 

上告及び上告受理申立

て） 

最高裁 

29.11.28 

上告棄却及び上告受理

決定 

29.12.12 

上告棄却判決 

3 

ＭＴ映像ディ

スプレイ株式

会社ほか 3 名

による件 

【違反行為に係る認定】 

国内及び海外の事業者による

テレビ用ブラウン管（我が国ブ

ラウン管テレビ製造販売業者の

海外現地製造子会社等向けのも

の）の価格カルテル事件につい

て，我が国独占禁止法第 3条後

段を適用することができること

を認めた。（不当な取引制限〔価

格カルテル〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

17 億 9724 万円（3社合計） 

前記国内及び海外の事業者に

よるテレビ用ブラウン管の売上

額が課徴金の対象となることを

認めた。 

27.6.19 

東京高裁 

28.4.13 

請求棄却判決 

（28.4.26 

上告受理申立て） 

最高裁 

29.12.12 
上告不受理決定 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

4 

積水化学工業

株式会社によ

る件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，塩化ビニル管等の販売価

格を引き上げる旨を合意し，一

定の取引分野における競争を実

質的に制限したと認めた。（不

当な取引制限〔価格カルテル〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

79 億 6532 万円 

被審人が違反行為により販売

した塩化ビニル管等の売上額を

課徴金の対象として認めた。 

28.3.24 

東京高裁 

29.6.30 

請求棄却判決 

（29.7.13 

上告及び上告受理申立

て） 

最高裁 

30.1.23 

上告棄却及び上告不受

理決定 

 

 

5 

積水化成品工

業株式会社ほ

か 1 名による

件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，ＥＰＳ工法採用工事で

使用されるＥＰＳブロックにつ

いて，受注予定者を決定し，受

注予定者が受注できるようにす

ることにより，一定の取引分野

における競争を実質的に制限し

たと認めた。（不当な取引制限

〔受注調整〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

8267 万円（2社合計） 

被審人らが違反行為により受

注したＥＰＳブロックの売上額

を課徴金の対象として認めた。 

29.3.10 
東京高裁 

30.3.23 

請求棄却判決 

（上訴期間中） 

6 

カネカケンテ

ック株式会社

ほか 1 名によ

る件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，ＥＰＳ工法採用工事で

使用されるＥＰＳブロックにつ

いて，受注予定者を決定し，受

注予定者が受注できるようにす

ることにより，一定の取引分野

における競争を実質的に制限し

たと認めた。（不当な取引制限

〔受注調整〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2873 万円（2社合計） 

被審人らが違反行為により受

注したＥＰＳブロックの売上額

を課徴金の対象として認めた。 

29.3.10 東京高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

7 

株式会社飯島

工事ほか 1 名

による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，山梨県が塩山地区を施

工場所として発注する土木一式

工事について，受注予定者を決

定し，受注予定者が受注できる

ようにすることにより，一定の

取引分野における競争を実質的

に制限したと認めた。（不当な

取引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2163 万円（2社合計） 

被審人らが違反行為により受

注した山梨県が塩山地区を施工

場所として発注する土木一式工

事の売上額を課徴金の対象とし

て認めた。 

29.7.12 東京高裁 係属中 

8 
株式会社天川

組による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，山梨県が塩山地区を施工

場所として発注する土木一式工

事について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるよ

うにすることにより，一定の取

引分野における競争を実質的に

制限したと認めた。（不当な取

引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

1866 万円 

被審人が違反行為により受注

した山梨県が塩山地区を施工場

所として発注する土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として

認めた。 

29.7.13 東京高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

9 
三森建設株式

会社による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，山梨県が塩山地区を施工

場所として発注する土木一式工

事について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるよ

うにすることにより，一定の取

引分野における競争を実質的に

制限したと認めた。（不当な取

引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

1434 万円 

被審人が違反行為により受注

した山梨県が塩山地区を施工場

所として発注する土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として

認めた。 

29.7.13 東京高裁 係属中 

10 

天川工業株式

会社ほか 8 名

による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，山梨県が塩山地区を施

工場所として発注する土木一式

工事について，受注予定者を決

定し，受注予定者が受注できる

ようにすることにより，一定の

取引分野における競争を実質的

に制限したと認めた。（不当な

取引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

1 億 5922 万円（9社合計） 

被審人らが違反行為により受

注した山梨県が塩山地区を施工

場所として発注する土木一式工

事の売上額を課徴金の対象とし

て認めた。 

29.7.14 東京高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

11 

株式会社廣川

工業所による

件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，山梨県が塩山地区を施工

場所として発注する土木一式工

事について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるよ

うにすることにより，一定の取

引分野における競争を実質的に

制限したと認めた。（不当な取

引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2772 万円 

被審人が違反行為により受注

した山梨県が塩山地区を施工場

所として発注する土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として

認めた。 

29.7.18 東京高裁 係属中 

12 

植野興業株式

会社ほか 7 名

による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，山梨県が塩山地区を施

工場所として発注する土木一式

工事について，受注予定者を決

定し，受注予定者が受注できる

ようにすることにより，一定の

取引分野における競争を実質的

に制限したと認めた。（不当な

取引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2 億 4973 万円（8社合計） 

被審人らが違反行為により受

注した山梨県が塩山地区を施工

場所として発注する土木一式工

事の売上額を課徴金の対象とし

て認めた。 

29.7.18 東京高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

13 
友愛工業株式

会社による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，山梨県が石和地区を施工

場所として発注する土木一式工

事について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるよ

うにすることにより，一定の取

引分野における競争を実質的に

制限したと認めた。（不当な取

引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2631 万円 

被審人が違反行為により受注

した山梨県が石和地区を施工場

所として発注する土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として

認めた。 

29.11.1 東京高裁 係属中 

14 

株式会社中村

工務店による

件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，山梨県が石和地区を施工

場所として発注する土木一式工

事について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるよ

うにすることにより，一定の取

引分野における競争を実質的に

制限したと認めた。（不当な取

引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

3245 万円 

被審人が違反行為により受注

した山梨県が石和地区を施工場

所として発注する土木一式工事

の売上額を課徴金の対象として

認めた。 

29.11.2 東京高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

15 

飯塚工業株式

会社ほか 5 名

による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，山梨県が石和地区を施

工場所として発注する土木一式

工事について，受注予定者を決

定し，受注予定者が受注できる

ようにすることにより，一定の

取引分野における競争を実質的

に制限したと認めた。（不当な

取引制限〔入札談合〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

1 億 1975 万円（6社合計） 

被審人らが違反行為により受

注した山梨県が石和地区を施工

場所として発注する土木一式工

事の売上額を課徴金の対象とし

て認めた。 

29.11.2 東京高裁 係属中 
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【独占禁止法に基づく手続】 

 

 
 

  

審理 

（経済事情 

の変化等） 

命令の取消 

・変更 

確定 

命令取消の訴えの提起 

犯則事件調査 

警告 

事前通知 

打切り等 

起訴 
不
起
訴 

請求棄却 

訴え却下 

（行政調査手続） （犯則調査手続） 

上訴 

（警告） （排除措置命令） （課徴金納付命令） （緊急停止命令） （刑事） 

命令取消 

事 

前 

手 

続 
 

訴 

訟 

 

調 

査 

等 
 

処 

分 

等 

 

端 

緒 
 

緊急停止

命令の執

行免除の

申立 

 

意見聴取 
意見申述 

等の機会 

証拠の閲覧・謄写 

緊急停 

止命令 

の申立 

職権探知 
一般人からの報告 

（申告） 

課徴金減免制度の 

利用 
中小企業庁の請求 

（中小企業庁設置法） 

意見聴取の通知 意見聴取の通知 

審査 

意見聴取 

決定 

排除措置命令 課徴金納付命令 

検事総長へ

の告発 

審理 

（地方裁判所） 

最高裁 

上訴 

（東京地方裁判所） 

決定 



 

 34 

【独占禁止法に基づく手続（平成１８年１月４日以後平成２７年３月３１日まで）（注）】 
 

（注） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１００号）
の施行（平成２７年４月１日）により審判手続は廃止された。ただし，同改正法附則第２条の規定によ
り，平成２７年３月３１日までに同改正法による改正前の独占禁止法の規定に基づき，排除措置命令又
は課徴金納付命令に係る通知があった場合には，なお従前の例によることとされている。 

東京高裁 

審  決 

（命令の取消・変更） 

審  決 

（請求の棄却）  

確定 審決取消の訴え 

訴訟 

違法宣言審決 

審  判 

確定 

意見申述・証拠提出の機会 

 

命令 

（排除措置命令・課徴金納付命令） 

事前通知 

（排除措置命令・課徴金納付命令） 

一般の人からの 

報告（申告） 
職権探知 

中小企業庁の請求 
（中小企業庁設置法） 

検事総長への 

告発 

警告 

課徴金減免制度の

利用 

意見申述・ 

証拠提出の機会 

事前通知 

（警告） 

注意・打切り 

行政調査 犯則調査 

（審判請求） 


